
令和5年度 　帰還・移住等環境整備事業等

内閣府

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県又は避難指
示・解除区域市町村等
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
（注６）

効果促進事業等の場合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

3,048 3,048 3,048

＜3,048＞ ＜3,048＞ ＜3,048＞

(0) (0) (0)

7,878 7,878 7,878

＜7,878＞ ＜7,878＞ ＜7,878＞

(0) (0) (0)

41,501 41,501 41,501

＜41,501＞ ＜41,501＞ ＜41,501＞

(0) (0) (0) (0) (0)

52,427 52,427 52,427 0 0

＜52,427＞ ＜52,427＞ ＜52,427＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名
川俣町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。
（注６）各交付担当大臣が定める交付要綱において、交付額の算定方法が定められている場合には、その規定に基づき算定すること。

（注７）基金を造成して帰還・移住等環境整備事業等を実施する場合においては、当該事業の（ｂ）欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（ｃ）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（ｄ）欄には基金からの取崩額を記載する。

地方公共団体の組合名

県名 担当部局名 政策推進課 大内　亮

市町村名 電話番号 024-566-2111　（内線2403） seisaku@town.kawamata.lg.jp

合計額

 (3)  -  23  - 定額  放射線モニタリング業務委託事業  川俣町  町  川俣町  直接15    9  -

 -

 川俣町  直接 定額

6   (3)  -  23  -   3

  5  -  
 環境モニタリングポスト保守・管理業務
委託事業

 川俣町（山木
屋地区以外）

 町5   (3)  -  23  -

 直接 定額

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率
（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

 ホールボディカウンターによる内部被ば
く検査委託事業

 川俣町  町  川俣町

（様式１－４）

川俣町 帰還・移住等環境整備事業計画

省庁名： 令和5年1月時点

No.
事業番号
（注１）

事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



令和5年度 　帰還・移住等環境整備事業等

復興庁

※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、福島県又は避難指
示・解除区域市町村等
以外の者が負担する額

を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
（注６）

効果促進事業等の場合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0) (0)

16,047 16,047 12,035

＜16,047＞ ＜16,047＞ ＜12,035＞

(0) (0) (0)

23,803 23,803 17,852

＜23,803＞ ＜23,803＞ ＜17,852＞

(0) (0) (0)

7,139 7,139 5,354

＜7,139＞ ＜7,139＞ ＜5,354＞

(0) (0) (0)

4,986 4,986 3,739

＜4,986＞ ＜4,986＞ ＜3,739＞

(0) (0) (0)

7,386 7,386 5,539

＜7,386＞ ＜7,386＞ ＜5,539＞

(0) (0) (0)

0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(0) (0) (0)

20,000 20,000 15,000

＜20,000＞ ＜20,000＞ ＜15,000＞

(0) (0) (0)

4,000 4,000 3,000

＜4,000＞ ＜4,000＞ ＜3,000＞

(0) (0) (0)

2,432 2,432 1,824

＜2,432＞ ＜2,432＞ ＜1,824＞

(0) (0) (0)

3,769 3,769 2,826

＜3,769＞ ＜3,769＞ ＜2,826＞

(0) (0) (0)

0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(0) (0) (0)

0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(0) (0) (0) (0) (0)

89,562 89,562 67,169 0 0

＜89,562＞ ＜89,562＞ ＜67,169＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名
川俣町 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（実施要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第５の１の（３）におけるbと同様）
（注４、５）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に福島再生加速化交付金（帰還・移住等環境整備）実施要綱第４の７の④に該当した場合に記載する。
（注６）各交付担当大臣が定める交付要綱において、交付額の算定方法が定められている場合には、その規定に基づき算定すること。

（注７）基金を造成して帰還・移住等環境整備事業等を実施する場合においては、当該事業の（ｂ）欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（ｃ）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（ｄ）欄には基金からの取崩額を記載する。

帰還・移住等環境整備事業計画川俣町

地方公共団体の組合名
市町村名 電話番号 024-566-2111　（内線2403） seisaku@town.kawamata.lg.jp

合計額

県名 担当部局名 政策推進課 大内　亮

 川俣町  直接

 -  49  -

###   

  移住者向け公営住宅整備事業  川俣町

1/2

1/2

49   (7)  -  49  -

 移住お試し住宅の整備・運営事業  川俣町  町

 新産業等就業者移住ニーズ調査事業  川俣町  町

 町

  (7)  直接 1/2

 川俣町  直接48   (7)

 -  49 ###   
 川俣町移住・定住推進委員会の設置・
運営事業

 川俣町  町

 -  49  - ###

 -

  9   

43   (7)

###  

47

46   (7)

44   (7)  -  49  -

 -  49  -   8

 二地域居住支援事業  川俣町  町

 町  川俣町

 直接 1/2

1/2

 川俣町

 川俣町

 川俣町  直接

 直接 1/2  育成のまちづくり事業  川俣町  町  川俣町

 直接

 川俣町  直接 1/2  就農者確保の推進事業  川俣町  町

1/2  住居確保支援事業  川俣町

  6

  540   (7)  -  49  -

41   (7)  -  49  -

1/2

1/2

 49  -   4    移住体験ツアー事業

 町  川俣町  直接 49   -   3   地域おこし協力隊採用等事業  川俣町

 町  川俣町  直接39   (7)  -  川俣町

 -

36   (7)

 移住・定住窓口のワンストップ化事業  川俣町  町  川俣町

 移住・定住等に係る情報発信事業  川俣町 49

38   (7)  -

  2

  1   

37   (7)  -  49  直接 1/2

 町  川俣町  直接 1/2

（様式１－４）

省庁名： 令和5年1月時点

No.
事業番号
（注１）

事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考
事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率
（a）
（注３）

 - -


